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1.　Sport Development Report：Analysis of the 
situation of sports clubs in Germany について
　Analysis of the situation of sports clubs in Germanyは，これ
までに実施されたスポーツクラブ財政・構造分析（ドイツス
ポーツ連盟の委託プロジェクトによる「シュポルトフェライ
ン財政・構造分析」，FISAS）を発展させたものである。本調
査は，スポーツ政策の立案者やスポーツ行政の担当者に対し
て，議論のたたき台となる情報を提供することを目的として
いる。16のスポーツ連盟，ドイツ・オリンピックスポーツ連
盟，連邦スポーツ科学研究所の出資により 2005年から 2年毎
に実施されており，今回は 6回目である。第 1～ 6回の調査
報 告 書 で あ る Sport Development Report（2005/2006，
2007/2008，2009/2010，2011/2012，2013/2014，2015/2016）
は，2年毎の追跡調査により初めてシステマティックな情報を
提示したものである。
　本調査はオンラインアンケートによる調査で，2015年 9月
17日～同年 12月 8日に実施された。連邦のスポーツ連盟から
提供されたスポーツクラブの電子メールアドレスからサンプ
ルを得た。全クラブ 90,240のうち電子メールでコンタクトの
取れる 78,794クラブから，アドレスに誤りがあったり，対応
できる人が不在だったり，断られたクラブを除いた 75,845ク
ラブにオンラインでアンケートを送付し，20,546クラブから
回答を得た。回収率は 27.1％であった。
2.　ドイツにおけるスポーツクラブの重要性
2.1　スポーツクラブの活動目標
　表 1は，クラブの活動目標について，1「全く当てはまらな
い」から 5「よく当てはまる」の 5段階で評価した結果であ
る。
　50％以上のクラブが「よく当てはまる」と回答した項目は，
手頃な会費でスポーツに参加できる機会を提供する（59％），
フェアプレーや寛容さなどの価値を伝える（58％），ボラン
ティアで運営していく（52％），スポーツの参加機会が男女平
等になるようにする（50％）である。続いて，コーチの質に
重きを置く（48％），主に余暇スポーツや大衆スポーツのクラ
ブである（46％），高齢者にスポーツの機会を提供する（43％），
低所得の人々にスポーツの機会を提供する（40％）の項目で
「よく当てはまる」の回答率が高かった。
　一方で，「全く当てはまらない」の回答率が高かったのは，
幅広く多様性のあるスポーツの機会を提供しようとしている
（43％），商業スポーツのようなサービスの提供を心がけてい
る（37％）であった。
　活動目標の結果からは，「いつでも，誰もが，気軽に楽しく
スポーツに参加できること」がクラブの最も大切な役割とと
らえ，商業スポーツとは一線を画し，スポーツを通じて公共
の福祉に資するという意識がよく現れている。
　上記に続いて「全く当てはまらない」の回答率が高かった
のが，若手のタレント発掘・育成に力を入れている（23％），
健康スポーツの領域（リハビリコースや障害者・慢性疾患者
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要　旨
　90,000を超えるドイツのスポーツクラブは，競技スポーツ，大衆スポーツ，余暇スポーツ，健康スポーツのための必須の社会
基盤であり，公共の福祉に重要な役割を果たしている。200年近い歴史を有するドイツのスポーツクラブは，人々の自立と連帯の
象徴的な存在であり，地域の拠点のひとつであり続けてきた。1980年代半ば頃から国民のライフスタイルや価値観の多様化，個
人主義的傾向の進行，人口構造の変化などの影響を受け，指導者やボランティアの確保，財源不足等のクラブ運営における課題
も指摘されているが，それでもなおスポーツクラブが有する社会公益性は失われていない。
　本稿は，ドイツにおけるスポーツクラブについての報告書「Sport Development Report 2015/2016 Analysis of the situation of 
sports clubs in Germany」（Christoph Breuer / Svenja Feiler , SPORTVERLAG Strauβ, 2017）の概要をまとめたものである。この
報告書は，ドイツにおいてスポーツクラブが公共の福祉にどのように貢献しているかの現状を把握し，今後どのような支援が必
要であるかを検討する上で有益な資料となるものである。
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表1　クラブの活動目標と5段階評価による結果
*:P<0.05 (5%) の危険率で有意差が認められた 　　
**:P<0.01 (1%) の危険率で有意差が認められた
***:P<0.001 (0.1%) の危険率で有意差が認められた n.a.=not available
注） Sport Development Report 2015/2016, p8-10 のデ ターより筆者作成
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等を対象とするプログラム）に関わっている（22％），競技ス
ポーツにおける成果を誇りにしている（14％），障害のある
人々にスポーツの機会を提供する（14％）であった。これら
の項目について，「よく当てはまる」「当てはまる」の回答率
はそれぞれ，26％，25％，60％，35％であり，競技スポーツ
や障害者スポーツに対する意識には差があることが伺える。
　その他，「全く当てはまらない」の回答率は低いが考慮すべ
き項目は，性暴力の防止に努めている（13％），若者の支援に
力を入れている（7％），ファミリーに対してスポーツの機会
を提供する（4％），スポーツの参加機会が男女平等になるよ
うにする（3％），移民的背景を持つ人々にスポーツの機会を
提供する（2％）である。スポーツ連盟はこれらをクラブの理
念として謳っており，これらを促進する戦略や情報伝達がう
まくいっていないのか，他に理由があるのかを詳細に検討す
る必要がある。
2.2　全ての国民にスポーツを楽しむ機会を
　あらゆる人々に手頃な会費でスポーツプログラムに参加で
きる機会を提供すること，というクラブの目標は会費にも反
映されている。スポーツクラブの月会費（中央値）は，子ど
も 2.50ユーロ，若者 3.00ユーロ，大人 6.30ユーロである。
　若者支援について，活動目標では 65％のクラブが「若者の
支援に力を入れている」と回答しているが，若者支援組織と
して認定されているのは全体の 8％に当たる 7,220クラブであ
る。ドイツでは，社会法典第 8編 §75に基づき，公益的な目
的で若者支援に積極的に貢献するのであれば，若年者の福祉
サービス組織として法人格が認定され，憲法の目標にかなう
事業を行うことが保証されている。指摘しておかねばならな
いのは，認定されていない 31,580クラブ（35％）の他に，「認
定されるかどうか分からない」クラブが 51,440（57％）に上
ることである。
　競技スポーツに関しては，全体の 12.6％に当たる 11,400の
クラブに A～ Dレベルのカーダーを有する強化選手が在籍し
ている。前回調査の 2013年から 7.7％増加しており，スポー
ツクラブが競技スポーツの基盤にもなっていることが分かる。
　また，全体の 26.8％のクラブが健康スポーツのプログラム
を提供しており，国民のヘルスケアにも貢献している。健康
増進（第 1次予防）のプログラムは 22,400クラブ，リハビリ
テーション（第 3次予防）のプログラムは 3,700クラブ，障害
者や慢性疾患者を対象としたプログラムは 3,200クラブで提供
されている。
　スポーツクラブで提供される全プログラムのうち，リハビ
リテーションプログラムが占める割合は 1.3％で 2013年から
22.5％の増加であるが，健康増進プログラムは 7.7％で 19.1％
の減少，障害者・慢性疾患者のプログラムは 0.9％で 24.4％の
減少であり，健康スポーツプログラム全体では 16.5％減少し
ている。全プログラム数も 2013年から 14.7％減少している。
これは，活動目標の項目で「健康スポーツの領域に関わって
いる」「幅広く多様性のあるスポーツの機会を提供しようとし
ている」が他の項目に較べても評価が下がっていることの裏
付けでもある。
　ただし，上記のような健康志向のプログラムは無くても，
全体の 17.2％に当たる 15,500クラブが体操やノルディック
ウォーキングなどのプログラムを提供しており，“SPORT 
PRO HEALTH” に認定されているコースを提供するクラブも
5,300ある。他に，全体の 3.5％に当たる 3,200クラブはジムを
所有しており，クラブ所有のジムが “SPORT PRO FITNESS”
に認定されているクラブは 180ある。以上のことから，より
広義の健康スポーツ領域において，スポーツクラブの貢献は
大きいことが伺える。
2.3　市民の社会参画およびボランティア
　ドイツのスポーツクラブは，単にスポーツの機会を提供す
るだけでなく，市民の社会参画やボランティア活動の受け皿
としても大きな役割を果たしている。
　多くのクラブがスポーツとは直接関係のない様々な交流プ
ログラムを提供しており，その社会公益的な組織の特徴をよ
く示している。2014年時点で，全クラブ会員の 45％に当たる
1,220万人が何らかの交流プログラムに参加していた。「会員
の交流や連帯感の醸成に重きを置く」ことはクラブの活動目
標で上位にあるものの 2013年から評価が下がっており，実際，
交流プログラムへの参加者数は 2009年から減少し続けている
ことを考えると，クラブと会員の間の社会的結びつきが弱体
化している可能性があり，今後注視する必要がある。
　スポーツクラブが公共の福祉を促進するという点で，ボラ
ンティアの存在は不可欠なものである。「ボランティアで運営
していく」が活動目標の上位にあるように，理事レベルで 75
万 300人，指導者レベル（コーチ，インストラクター，審判
員等）で 80万 8,000人，他に監査役 14万 3,100人がボラン
ティアとして活動している。男性は 117万 3,500人，女性は
52万 7,900人，合計で 170万 1,400人がボランティアとしてク
ラブ運営の中核的な役割を担っている。理事レベル及び指導
者レベルのボランティアが 1ヶ月にその活動に費やす時間は
13.4時間で，これをお金に換算すると，月々 3億 4,300万ユー
ロ，年間で 41億ユーロになる。
　クラブにとってこれらボランティアの維持・獲得は重要な
課題である。表 2は，理事レベル及び指導者レベルのボラン
ティアの維持・獲得のためにとっている方法とクラブの割合
を示した結果であるが，積極的に内外とコミュニケーション
を取り，仲間同士の付き合いやクラブ内のアイデンティティ
強化につながる社交的な機会を設けるなど，“私たちのクラブ”
を維持するために努力していることが伺える。また，新聞，
ホームページやフェイスブック等を通じて積極的に会員外へ
の情報発信をしているクラブも少なくない。
　この他にも，スポーツイベントやお祭り，運転や修繕など
様々な仕事を担う多数のボランティアがいる。2013年と比較
するとボランティアの数は 4.4％減少してはいるものの，23％
のクラブ会員がボランティアとして活動している。その数は
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表3　クラブの課題と重要度（5段階評価による結果）
*:P<0.05 (5%) の危険率で有意差が認められた 
**:P<0.01 (1%) の危険率で有意差が認められた
***:P<0.001 (0.1%) の危険率で有意差が認められた n.a.=not available
注） Sport Development Report 2015/2016, p25 のデ ターより筆者作成
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約 630万人に上り，理事レベル及び指導者レベルのボランティ
アとともに，ドイツのスポーツクラブを支える重要な存在で
ある。
　クラブ運営に関わる業務の殆どはボランティアが行ってい
るが，全体の 5.7％に当たる 5,100クラブにおいて，ジェネラ
ルマネージャーなど少なくとも 1人の有給スタッフ（フルタ
イムは 1,400クラブ，パートタイムは 3,700クラブ）を置いて
いる。クラブ運営の中核となるボランティアだけでなく，施
設メンテナンスから事務等の各種管理業務を含めたあらゆる
レベルにおいて有給スタッフは増加傾向にある。これは，
2013年の調査でも指摘されたが，ボランティアだけでは全て
の業務に対応することが難しいクラブが増えていることが背
景にある。
3.　スポーツクラブの支援に向けて
3.1　スポーツクラブが抱える課題
　表 3は，クラブの課題とその重要度について，1「全く問題
ではない」から 5「非常に大きな問題である」の 5段階で評価
した結果である。表 4は 5段階評価の内訳で，各項目に回答
したクラブの割合を示している。
　2013年から増えているのはボランティアの維持・獲得であ
り，51％のクラブが「非常に大きな問題である」「大きな問題
である」と回答している。同様に，若手の競技スポーツ選手
の維持・獲得（47％），審判員やインストラクターの維持・獲
得（42％），コーチやインストラクターの維持・獲得（39％）
が課題の上位に挙がっている。会員の維持・獲得は 28％であ
り，会員確保はさることながら，ボランティアを筆頭にクラ
ブを支える人的資源の確保や若い世代のアスリートの確保が
より重要な課題と考えるクラブが多いことが伺える。
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表4　クラブの課題と重要度（5段階評価の回答の内訳）
1 「全く問題ではない」　2 「問題ではない」　3 「どちらともいえない」　4 「大きな問題である」　5 「非常に大きな問題である」
注） Sport Development Report 2015/2016, p26 のデ ターより筆者作成
26
法政大学スポーツ研究センター紀要
　活動施設については，「全く問題ではない」「問題ではない」
の回答率が，スポーツ施設の状態は 69％，スポーツ施設の利
用可能性は 70％，プログラムに適した施設の不足は 81％と
なっている。会員規模による回答率の比較からは，会員が多
いクラブほど施設の課題を有していることが伺えた。これに
は，調査実施時期に難民キャンプとしてスポーツ施設が利用
されていたことを考慮する必要があろう。他のスポーツ関連
施設との競合については，大きな問題と捉えているクラブは
多くない。また，当初懸念されていた全日制学校や 8年制高
校導入による施設使用時間への影響については，8％が「非常
に大きな問題である」と回答しているものの，半数以上はう
まく対応していることが伺える。
　その他の項目について，地域の人口変動，スポーツ競技へ
の参加費，クラブの財務状況，長期ビジョンの欠如を課題と
するクラブは 2013年から減っている。長期ビジョンの欠如は
71％，クラブの財務状況は 67％，スポーツ競技への参加費は
61％，地域の人口変動は 51％が「全く問題ではない」「問題で
はない」と回答している。
　表 5は，クラブ存続に関わる課題とクラブの割合を示して
いる。具体的には，ボランティアの維持・獲得（14.3％）が最
も割合が高く，コーチやインストラクターの維持・獲得（7％），
会員の維持・獲得（6.6％），若手の競技スポーツ選手の維持・
獲得（6.5％），法律，規則，規定の多さ（5.6％）と続く。全
体の 36.4％に当たる 32,800クラブが「少なくとも 1つはクラ
ブ存続に関わる課題がある」としている。クラブが抱える課
題については，多数が「全く問題ではない」「問題ではない」
と回答していても，「非常に大きな問題である」ととらえてい
るクラブがあることは考慮すべきで，より詳細な検討が求め
られる。
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3.2　スポーツ施設及び財務の状況
　全体の 46.3％に当たる 41,800クラブが独自のスポーツ施設
を所有している。スポーツ施設への投資やメンテナンスはク
ラブの財政的な負担につながり，スポーツ施設の維持管理費
は 2番目に高い支出となっている。全体の 61.2％に当たる
55,200クラブは自治体が所有するスポーツ施設を使用してお
り，28,300クラブが施設使用料を支払っている。
　過去 2年間について，使用していたスポーツ施設が難民キャ
ンプに提供されているという報告は全体の 3.8％に当たる
3,400クラブであった。ちなみに，施設の利用可能性がクラブ
の存続に大きく関わるとしているクラブは全体の 4.4％であ
り，一部のクラブにおいて難民対応による施設の利用制限が
大きな影響を与えていることが伺える。
　財務状況については，今回の調査時点での収支は出ていな
いが，2014年の調査では，全体の 76.2％に当たる 68,800クラ
ブが損益計算は少なくとも赤字ではないと報告している。こ
の状況は 2012年から変わっていない。
　表 6は 2014年の調査におけるクラブの支出費目である。支
出の多い上位 5項目は，コーチやインストラクターの人件費，
自己所有のスポーツ施設の維持管理費，スポーツ用具代やユ
ニフォーム代，他のスポーツ施設の賃借料，スポーツイベン
トの開催費である。支出費目や金額については，2012年の調
査から目立った変化はなかった。
　表 7は 2014年の調査におけるクラブの収入費目である。収
入の多い上位 5項目は，会費，寄付金，スポーツイベントに
よる収入，市町村や郡からの助成金，クラブが経営するレス
トランからの収入である。2012年から変化が見られたのは，
会費による収入で，5.4％の増加であった。その他の収入費目
や金額に目立った変化はなかった。
   
 7,528 58.6  
 4,633 46.1  
 2,354 67.2  
 1,879 45.9  
 1,722 52.6  
 1,457 10.1  
 1,256 18.9  
 1,253 14.8  
 1,186 37.5  
 1,170 57.8  
 1,151 54.3  
 1,100 74.2  
 1,035 76.5  
 938 73.2  
 786 5.2  
 694 27.5  
 584 13.0  
 303 31.0  
 108 28.1  
 1,357 12.9  
表6　クラブの支出費目と支出があると回答したクラブの割合
， ， ，
注） Sport Development Report 2015/2016, p32-33 のデ ターより筆者作成
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あとがき
　平成 29年 4月に第 2期スポーツ基本計画が策定され，2020
年の東京オリンピック・パラリンピックを含む 5年間で「ス
ポーツ参画人口を拡大し，一億総スポーツ社会の実現に取り
組む」ことを目標に掲げている。第 1期では，7つの政策の柱
のうち 4つにおいて総合型地域スポーツクラブを活用した施
策が打ち出された。第 2期では，「スポーツ環境の基盤となる
人材と場の充実」のなかで「総合型クラブの質的充実」が挙
げられ，具体的な数値目標として，① 47都道府県で総合型ク
ラブの登録・認証等の制度と中間支援組織を整備する，②
PDCAサイクルにより運営の改善等を図る総合型クラブを
37.9％から 70％に増やす，③地域課題解決に向けた取り組み
を行う総合型クラブを 18.4％から 25％に増やす，の 3項目を
掲げている。
　モデル事業開始から 20数年で全市区町村の 80.8％で総合型
クラブが育成され，クラブ数は 3,550超，会員数は 130万人以
上となった。ドイツのスポーツクラブと同じく，総合型クラ
ブもまた公共の福祉に貢献していくことが期待されている。
「する」「みる」「支える」スポーツを通じて，人々が様々な活
動に参加することで相互に信頼関係が生まれ，ともによい地
   
 17,168 100.0  
 3,516 74.3  
 1,560 35.9  
 1,502 48.6  
 1,391 15.0  
 1,200 35.3  
 1,193 17.4  
 1,103 47.2  
 965 11.7  
 846 20.8  
 764 14.3  
 550 12.1  
 431 13.7  
 431 11.8  
 419 2.0  
 412 17.9  
 328 3.3  
 324 6.1  
 294 23.1  
 262 15.6  
 256 26.9  
 118 3.9  
 71 2.7  
 34 0.2  
 12 0.3  
 1,698 13.2  
 
表7　クラブの収入費目と収入があると回答したクラブの割合
注） Sport Development Report 2015/2016, p33-34 のデ ターより筆者作成
第 36 号
29
域をつくっていこうという機運が生まれる。総合型クラブは，
地域スポーツの担い手としてスポーツを楽しむ環境を提供す
るだけでなく，住民の主体的・自主的活動によりソーシャル・
キャピタルを醸成する推進役となりうる。そのためには，行
政をはじめ多様な主体と連携・協働しながら地域に定着し，
住民の社会参画を促して目的を共有し，課題解決に対応して
いくしくみづくりが必要である。
　クラブの歴史的経緯や位置づけは異なるものの，ドイツの
スポーツクラブの公益的視点に立った取り組みから学ぶこと
は多い。東京オリンピック・パラリンピックの先を見据え，
我が国の総合型クラブの持続可能な発展に向けて，人々がと
もにスポーツを楽しむ場づくりを通じて，どのように公共の
福祉に貢献していくかを考えていかねばならない。
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